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はじめに–「新協定」のあたらしさ 
 
 2024 年 5 月、閣僚理事会と欧州議会は「移住と庇護新協定（以下「新協定」）」を特定多
数決で採択し、同協定は翌 6 月に成立した １。この協定は、庇護審査の責任国を定めるダブ
リン規則を含む難民受け入れ政策を包括的に改正し、加盟国間での公平な負担分担を実現
することを目的とする ２。採択過程では、一部法案にポーランドやハンガリーが反対し、チ
ェコやスロヴァキアが棄権するなど意見の対立もあった ３。また、この協定は国家主権に深
く関わるため、その内容のみならず閣僚理事会での採択方法を巡って以前から議論が続い
ていた ４。2015 年、ユンカー(J. Juncker)欧州委員長は事実上の特定多数決（理事会決定）
による採択を強行しようとし、多くの加盟国から非難され協議は決裂した ５。その苦い過去
を経て、「新協定」はフォンデアライエン(U. Von der Leyen)が主導する欧州委員会が 2020
年に新たな方針として協議をスタートさせたものである ６。 
 「新協定」は、2000 年代後半以降に連続して発生した難民危機に対応するための制度的
枠組みとして必要とされたものであった。まず、北アフリカに近いイタリア領の最南端ラン
ペドゥーザ島に大量の庇護申請者が押し寄せ、現地当局の対応能力を超える事態が生じた。
2010 年代に入ると、越境移動中の大量の犠牲者を伴う事件が頻発し、移民や難民の生命保
護という視点からの対応が喫緊の課題となった。また、ギリシャの債務危機やそれに端を発
するユーロ危機、さらにイタリアにおける金融危機への懸念が重なり、両国はそれぞれ政治
経済的なリスクへの対応を迫られながらも、突発的で大規模な庇護申請者への対応を余儀
なくされた。他方、2010 年にフィデス＝ハンガリー市民連盟が大勝し、オルバン(V. Orbán)
率いる政権が発足すると、ハンガリーは庇護申請者を含む越境移動者の受け入れに対し厳
しい姿勢を打ち出し、ＥＵ内で反移民的な議論を主導するようになった。東欧や北欧諸国
も、程度の差こそあれ越境移動者の受け入れ制限に舵を切った。また、フランス、ベルギー、
オランダ、ドイツなどＥＵの原加盟国では極右ポピュリスト政党の勢力が大幅に拡大し、欧
州議会におけるこれらの会派の台頭が懸念材料として浮上した。 

このように、ＥＵは、大量かつ突発的な庇護申請者への対応をめぐる技術的課題に加え、
この問題を契機とした加盟国内の政治的混乱、極右ポピュリスト勢力の台頭といった難題
にも直面した。2015 年 9 月のシリア難民受け入れをめぐるドイツの主導的対応の失敗、新
型コロナウイルス・パンデミック、そしてロシアのウクライナ侵攻による避難民の発生は、
この状況をさらに悪化させ、加盟国間の協力を一層困難にした。こうした危機の累積が制度
的な再編を不可避にし、「新協定」の発足を促す決定的な要因となった。「新協定」はこの意
味でまさに「危機の時代」の産物であった。 
 もっとも、それがいかなる「新しさ」を生み出したのか、という点には解明が求められる。
ヨハンソン(Y. Johanson)欧州委員（移住・内務担当）は、この協定の成立を「偉大な成果
(huge achievement)」と評した ７。「新協定」がどのような目標の達成なのかといえば、欧
州委員会によれば、それは加盟国間の公平性をより重視した、かつより緊密な協力体制（連
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帯）を確立することであった。しかし、閣僚理事会での採決後も、ハンガリーやポーランド
は依然としてこの協定の一部に反対の意を表明している。出入国管理政策分野におけるＥ
Ｕの方針に事あるごとに反対しているオルバン政権はまだしも、「法と支配」政権によって
生じたブリュッセル（ＥＵ本部）との溝を埋めるべく関係修復に当たっているトゥスク(D. 
Tusk)政権ですら、リロケーション案に対しては反対の姿勢を貫いている ８。また、欧州議
会では、賛成票は多数を占めたものの 322 票と全体の約 44.7 パーセントに留まり、過半数
に達していない。この採決結果は、議会内で依然として意見の隔たりがあることを示してお
り、「偉大な成果」と評価するのはやや大袈裟である ９。特に、極右、極左の双方の会派に
属する議員が反対票（266 票）を投じたことは看過できない １０。この動きはイデオロギー
的な対立を示しているとまでは断定できないものの、特定の政治的立場に基づく批判や懸
念が一定の影響を及ぼしている可能性を示唆している。そして、このような「ポピュリスト」
と称される政治勢力の拡大は、欧州委員会や多くの加盟国が避けたいと強く願っていた事
態であった。しかし、防止策が決定的に講じられたとは言えず、この点に照らせば、この協
定がもたらした「新しさ」は目立つものではなかった。  
「新協定」の「新しさ」は、むしろ別の視点から捉えることができる。それは、加盟国間

交渉を目的とした出入国管理政策分野における政策パッケージの導入という、審議スタイ
ルの転換である。この転換により、出入国管理に関する複数の政策がパッケージ・ディール
（包括的合意）の対象となり、加盟国間で協議された。また、出入国管理政策が初めて単体
で加盟国間の外交交渉の対象となり、行為主体にも変化が生じた。これまで閣僚理事会や欧
州委員会の司法・内務官僚が主導してきた協議が、今回の交渉では首脳外交の様相を帯びる
に至ったのである。 
この変化の背景には、移民や難民問題の政治問題化がある。従来型の政策形成過程に、一

般選挙民の声が反映されることが求められる政治状況が生まれた。こうした選挙民の行動
はポピュリスト勢力の影響を受けているものの、約 30 年にわたり欧州で一定の影響力を維
持していることを考えれば、それは一過性ではなく構造的な状況だと言える。世論分析によ
れば、多くの国民が移民や難民問題を自分たちの経済や社会生活への脅威と捉えている。こ
の危機感がポピュリストへの支持を含む政治的変化を促している可能性が高い １１。 
しかし本稿では、こうした世論や政党支持の変化そのものを議論の対象とはせず、その結

果と見なしうる加盟国間首脳外交の特徴に焦点を当てる。そして、出入国管理政策分野にお
ける政策パッケージ導入と、それに伴う加盟国間交渉の質的変化を明らかにすることを目
指す。この点において、先行研究は出入国管理政策分野における政策形成や意思決定プロセ
スにおける主要な行為主体の変化を十分に取り扱ってこなかった。本稿では、出入国管理政
策分野における首脳外交の展開を分析することで、『危機の時代』における欧州統合の特質
を探究する。そして、議論を通じて、現代の欧州統合理解のための新たな視座の提供を目指
す。    
つまり、本稿の問いは、なぜ出入国管理政策分野において、従来の官僚的・技術的な政策
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形成から、加盟国首脳による政治的交渉へと質的転換が生じたのか、そしてその転換が欧州
統合の進展にいかなる含意を持つのか、という点にある。 
  

1． 出入国管理政策分野の欧州統合危機―行為主体の変遷への着目 
 

これまで、多くの既存研究は欧州統合の目的や進展の理想像を共通の前提としてきた。す
なわち、多くの研究は、第二次世界大戦後の反省に基づく安全保障のための国際協力こそが
欧州統合の本質的な目的であり、統合の進展は常に「緊密化」を伴うものであるという合意
に依拠していた １２。しかし近年ではこの前提への再検討が進み、遠藤乾が提起する「大文
字の統合」の終焉、また、Ｇ．マヨーネ(G. Majone)が指摘する「統合の過剰化」など、欧
州統合そのものの意義や方向性についての批判的な見解が議論の俎上に載った １３。このよ
うな議論は、統合を単なる「緊密化」と捉えるのではなく、その質的変容や新たな方向性を
検討する必要性を示唆している。もっとも、欧州統合が制度として最終形態に至ったのか、
またそれがどのような形態であるべきかについては、依然として議論の余地が残されてい
る。本稿はこうした全体論的な問いを直接の射程とはしないが、出入国管理政策分野におけ
る行為主体と政策形成過程の変容が、統合の進展の方向性に対していかなる含意を持つの
かを明らかにすることを目的に据えている。 
さらに、2000 年代後半以降、ユーロ危機、難民危機、英国の離脱危機といった一連の危機

を通じて、「小文字の欧州統合（遠藤）」はそのような危機を克服する過程を含むのかという
疑問が浮上した。この問いは、従来の「緊密化」モデルを再検討し、むしろ危機そのものが
統合の進展における要素であると捉える視点を含んでいる。欧州統合が直面する危機は克
服すべき課題なのか、回避可能な問題なのか、それとも無視し得るものなのかという問い
は、現代の欧州統合研究の中心課題となっている。 

特に移民や難民をめぐる問題は、出入国管理政策分野が、「大文字の統合」のフェーズで
ほとんど議論されなかったことを示している。Ｃ． ビッカートン(C. Bickerton)、Ｄ． ホ
ドソン(D. Hodson)、Ｕ． ペッター(U. Puetter)は、政策研究を中心とした「ポスト存在論
的（post-ontological）」アプローチがＥＵ研究の主流となったことで、「マーストリヒト後」
即ちＥＵ成立後の統合動態の特質を捉えにくくなったと論じている １４。実際、移民政策や
難民政策、人の自由移動政策、不法入国対策は、シェンゲン圏の創設やＥＵ市民権の確立な
ど、欧州統合を象徴する政策と連動してきた。しかしながら、出入国管理政策の多くは司法
内務分野の行政官ネットワークによる調整に委ねられ、政治的議論の枠外に置かれる傾向
が強かった １５。このような政策形成の特性は、欧州委員会の司法内務総局が起案し、司法
内務理事会が主導する形で進められ、欧州理事会（ＥＵ首脳会議）が最終的に承認する仕組
みであった。政策形成の過程に加盟国首脳の関与がほとんど見られなかったことも特徴的
である。 
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意外なことに、このような従来の出入国管理政策形成過程の特殊性の政治学上の意義を指
摘する研究は少ない。先行研究は、政策分野が司法内務や警察担当部局に事実上専有されて
いる状況に言及してきたが、それはより開放的な出入国管理体制の理想に照らした批判で
あった １６。多くの研究は加盟国間の政策調和や超国家機関の役割変化に焦点を当てながら
も、出入国管理分野を非政治的課題として扱ってきた １７。 

数少ない例外として、Ｇ．ラハフ(G. Lahav)とＶ．ギロドン(V. Guiraudon)は、従来のＥ
Ｕ出入国管理政策分野についての議論が「単なる事実の記述かもしくは価値判断に導かれ
た研究 (descriptive and/or normative)」に偏っている点を指摘し、行為主体と政策決定の
場に着目する必要性を説いた １８。彼女たちはＧ．フリーマン(G. Freeman)の「行為主体の
細分化（disaggregation of actors）」という概念を活用し、政策形成とその帰結の間に生じる
ギャップを説明している。しかし、彼女たちの議論は、出入国管理に携わる専門的主体に焦
点を当てる一方で、加盟国政府を代表する主体との関係性についての検討が不足している。
この限界は、出入国管理政策分野が「目立たない（low-profile）」分野と見なされてきたこ
とに由来するのかもしれない １９。 
近年、この政策分野は加盟国の政権運営に重大な影響を与える争点として浮上している。

これに伴い、ＥＵ外交における行為主体の変化を考慮に入れた政策形成の過程やその影響
を再検討する必要が生じている。ポスト機能主義は、緊密化を前提とする新機能主義を批判
し、統合の方向性に「逆行（disintegration）」という選択肢を加えた点で画期的である。Ｌ．
ホーヘ(L. Hooghe)とＧ．マークス(G. Marks)は、2000 年代以降、欧州統合に対する懐疑派
や反ＥＵを掲げる政治勢力の台頭を背景に、加盟国間の協議においてその選好が従来の経
済的観点からではなく、政治的観点から形成されるようになったと指摘している ２０。特に、
移民や難民問題は欧州統合の深化を阻む重要な争点として浮上しており、大衆の政治的態
度が統合の動向に影響を与えているとされる ２１。 
 これに対し、Ａ．モラヴチク(A. Moravcsik)はリベラル政府間主義の立場から、ポスト機
能主義者が主張する統合「逆行」の可能性を一部容認しつつも、その要因を異なる視点から
説明する必要性を提起する。彼は、移民問題を含む出入国管理政策分野が、大衆の非合理的
な反ＥＵ感情ではなく、加盟国間の合理的な国益調整のプロセスによって動かされている
と主張する ２２。モラヴチクによれば、難民危機は「外部要因による相互依存の危機
(exogenous interdependence shock)」であり、ＥＵはその解決に向けて協力体制を強化し、
具体的には域外国との交渉を通じて負担を軽減する戦略を採用してきた ２３。トルコとの協
力により域内の難民申請者数が減少したことは、その一例として評価される ２４。 
 ポスト機能主義の貢献は、欧州統合が解体に向かう可能性を示唆するよりも、従来のエリ
ート主導型の政策決定のあり方が、欧州統合をめぐる様々な問題が大衆の政治行動に大き
く左右されるようになった点を明らかにしたことにある。Ｔ．ベルツェル(T. Börzel)とＴ．
リッセ(T. Risse)も、2015 年のシリア難民危機を、シェンゲン体制の解体ではなく、選挙民
の意思が政策に反映されない状況への不満を顕在化させた出来事と捉えている ２５。他方で、
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モラブチクの反論は、危機を通じた欧州統合の調整過程がいかに加盟国間の相互依存と国
益調整を反映しているかを示唆している。しかし、彼の議論をもってしても、成立した政策、
あるいは加盟国間協力の形がいかに後続の加盟国間関係に影響を及ぼすかを説明するには
不十分である。特に、大衆の政治参加が加盟国間交渉における主要な担い手の変化をもたら
した点についての考察はこれまでの先行研究においては十分に扱われてこなかった。本稿
はこの点に着目し、技術官僚中心の政策形成から、首脳外交主導の政治的交渉への移行プロ
セスを明らかにすることで、こうした先行研究の空白を補完するものである。 
 
2． 出入国管理政策分野の欧州統合―転換期の評価 

 
 そこで、出入国管理分野がいかなる意味でエリート主導であったかを、欧州統合との関

係において考察することが、これらの議論を深めるために重要である。前述の通り、司法内
務分野における技術エリートが主導してきたこの政策分野では ２６、シェンゲン圏の検問撤
廃を前提とした政策調和が進められてきた ２７。この過程で、国際法との整合性や人権保護
の観点からの課題は批判的に検討されたが、政策形成において加盟国の国内政治の影響が
ほとんど考察の対象にならなかったことが特徴的である ２８。実際、一連の政策形成過程に
おいて、加盟国の国内政治や政局の動向が大きな影響を与えることはほとんどなかった ２９。
その結果、司法内務職員は加盟国政府からブランケット委任（白紙委任）を受ける形となり、
彼らによる政策決定プロセスには加盟国から具体的な干渉がほとんど行われない状態が続
いた ３０。 
ＥＵ共通欧州庇護体系(Common European Asylum System. 以下ＣＥＡＳ)はこのような

環境の中で生まれ、ダブリン規則はその中核として、1990 年の条約発足以来、2003 年にＥ
Ｕ規則となり(Dublin II)、その後 2013 年に改正された(Dublin III)３１。この規則は庇護申
請の審査責任国を定め、難民条約やＥＵ基本権憲章に基づいているが、申請者が希望国に庇
護申請できない仕組みや周縁国への負担集中が批判されてきた ３２。このため、ＣＥＡＳは
庇護手続きや受け入れ条件の改善を目指しつつ、ギリシャなど経済基盤の弱い国々への支
援体制を整備してきたが、負担の偏りを根本的に解消するには至らなかった ３３。 

この状況を打破するために、ＥＵは域内での協議ではなく「外部化(externalization)」、つ
まり域外国の協力を通じて域内の移民問題を解決しようとする戦略を採用した。2000 年に
は域外国との連携部門（ハイレベル作業グループ）が外相理事会の直属組織として公式に発
足した。この連携部門は、移民政策（Migration policy）を域外国との連携とＣＥＡＳを連
結する包括的な政策とするというＥＵの戦略のもとで設立された。しかし、実際の運営は引
き続き司法・内務部門（カウンシルおよび欧州委員会）職員が担う形となった ３４。また、
政策上は域外国との連携はＣＥＡＳを補完する役割を担うとされたものの、運用上は両者
が具体的に連動した事例はほとんど確認されなかった。そのため、この部門の活動も、従来
通り司法・内務分野の専門家グループによって運営されているという印象を拭えなかった
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３５。何よりも、加盟国が域内の問題を内部で解決せず「外部化」を選択したこと自体が、
移民問題を国内政治の争点とすることを忌避する姿勢を如実に示していた。そして、移民問
題への対応において、加盟国はＥＵ次元の政治の場を逃げ道として利用し、その意図を明示
することを避けてきた。対照的に、同時期においてフランスやオランダなど原加盟国を含む
多くのＥＵ加盟国では、移民問題を政治的争点として取り扱うポピュリスト政党が勢力を
拡大していた。 

負担分担、より厳密にはダブリン規則が定める負担分担のあり方を矯正するという課題
は、このような政治的環境において、加盟国がもはや責任回避を続けることが困難になった
という意味で、時代の要請に応えるものであった。「リロケーション案」は、当初は 2012 年
にマルタの負担を他国が分担するためのパイロット・プロジェクトとして発足した ３６。し
かし、反対する国や、かろうじて賛同するも極めて消極的な協力にとどまる国が多く、この
アイディアは当初より国家主権に深く関わる問題として加盟国に認識されていたことが明
らかだった。しかし、ＥＵはその後も 2020 年になるまでは、従来の司法・内務政策分野で
の意思決定の延長、つまりダブリン規則の改革として負担分担を議論しようとした。 

Ａ．ニーマン(A. Niemann)とＮ．ツァウン(N. Zaun)を中心とする研究者は、2018 年の
「コモン・マーケット・スタディーズ」ジャーナルにおいて特集を組み、この様相を多様な
見地から検討した ３７。そこでは、制度化、つまりシェンゲン規範やダブリン規則を法的基
礎に置く出入国管理体系が確立している状況において、埋没費用への考慮が意思決定スタ
イルや方針を現状維持に向かわせた、という新機能主義に基づく説明がなされた ３８。別の
側面からは、この制度化は、規制の強い国（ドイツなど）がより規制の弱い国（イタリアや
ギリシャなど）に規制を強制する構造を裏打ちするものであり、ＥＵ加盟国間の非対称性を
むしろ顕現させ分裂を誘うものであると批判された ３９。他方で、負担分担というアジェン
ダは非協力ゲームの構造を形成し、その結果、加盟国間の合意形成が困難になることが指摘
された ４０。一連の政策群がいかに加盟国間で調整されていくか、その有り様は各政策の特
質に照らして超国家主義、政府間主義、その他の理論枠組みで説明できるとされた ４１。し
かし、その特質は、政策の内容、つまり争点領域の特性に依拠する多様性というよりも、む
しろ、政策調和の阻害要因の有無（あるいはその大きさ）という観点から捉えることができ
はしないだろうか。つまり、生じ始めた出入国管理政策分野の多様性は、従来型の司法内務
担当部局への委任形式を踏襲できる政策領域とそうでない領域との差がより明確になって
きたプロセスと言えるのではないだろうか。 

「新協定」が提案された背景は、このプロセスの転換を際立たせるものである。それは、
従来のダブリン規則改正（Dublin IV）をめぐる議論が行き詰まった事実と深く関連してい
る。当初、リロケーション案は、ダブリン規則の「一次庇護国原則」、すなわち庇護申請者
が最初に入国した加盟国が審査責任を負う原則を一時的に修正するための緊急措置として
提示された ４２。しかし、一部加盟国はこれが暫定措置ではなく恒久化する可能性を危惧し、
交渉は難航を極めた。こうした背景を踏まえ、2020 年から進められた「新協定」の交渉で
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は、交渉主体を加盟国政府代表に置き、政策全体をパッケージ・ディールとして再編するこ
とで、新たな外交交渉の枠組みを形成した。この新しい枠組みは、従来の司法・内務分野に
おける政策形成の場、すなわち国境警備や治安維持を重視する司法・内務当局と、人権・人
道派の間で利害調整が図られていた場の終焉を象徴するものであった。代わって、「新協定」
の交渉は、司法内務分野の改革方針や新たな加盟国間協力の枠組みを承認するか否かを、外
交交渉を通じて決定する場へと移行した。この場では、政府代表が主導的な行為主体とな
り、従来の（専門家による）技術的交渉に代わる政治的交渉の時代が到来した。このような
変化は「新協定」による最大の革新であり、出入国管理政策分野が従来の司法内務アプロー
チから、加盟国間の外交交渉を基軸とする新たな政策形成の枠組みへと転換したことを象
徴している。  
 

3．「新協定」協議―域内交渉の展開 
 
 以上を踏まえ、本節では「新協定」成立までの過程を検討する。協議では、以下の 5 つの
規則案が審議された。 
 
（１）スクリーニング規則案  
スクリーニング規則案は、ＥＵの外囲国境において入国条件を満たさない、また海上での

捜索救助活動（ＳＡＲ）後に上陸した第三国籍保持者に対し、「入国前手続き（pre-entry 
procedure）」を導入するものである ４３。この手続きは、対象者の身元確認や健康状態、セ
キュリティリスクの評価を行い、発見から 5 日以内に実施され、その後、庇護手続きへの移
行または国外退去を加盟国が決定する仕組みとなっている。 
欧州議会からは、この規則案が手続きの公平性や受け入れ条件指令（Reception Conditions 

Directive）に抵触する可能性が指摘された ４４。また、ＮＧＯはハンガリーなどでの収容者
の監禁状態や人権侵害を懸念した ４５一方で、加盟国間の主要な争点は財政負担や医療体制
の確保、スクリーニング監督機関の設置など運用面に集中した。他方で、ハンガリーは、Ｎ
ＧＯの捜索救助により保護された人々を対象者から外す原案にも反対していた ４６。さらに
また、「未入国の擬制」の適用をＥＵ域内に滞在するすべての非合法移民に拡大するよう求
め、他の加盟国との対立を引き起こした ４７。 
 
（２）改正ユーロダック規則案  
「改正ユーロダック規則案」の審議では、それまで庇護申請の件数のみを対象にデータベ

ースを作成していたところを修正し、今後は庇護申請者を対象とする、つまり、同一人物が
過去にどの程度申請を行ったか、どの国を経由したか、等の情報を含めることが提案され
た。また、「スクリーニング規則案」で提起された入国前手続きにより入手される情報も加
えることが検討された。この法案に関しては、加盟国間で大きな意見の相違は見られなかっ
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た。 
 
（３）改正庇護手続き規則案 
「改正庇護手続き規則(Asylum Procedure Regulation: APR)」案では、「国境手続き(border 

procedure)」のを新たに導入することが提案された ４８。この手続きでは、加盟国が庇護審
査手続きに入る前の段階において庇護認定率が 2 割以下の国（チュニジア、エジプト、モロ
ッコ、パキスタンなど）からの申請を原則虚偽申請と見做し、庇護手続きへの移行の是非を
12 週間以内に決定することが求められる。拒否された申請者は追加の 12 週間以内に退去
させられる。なお、12 歳以下の子供など国際的保護が必要とされる個人については例外と
される。このほか、全ての加盟国は一定以上の庇護申請者の審査を実行する義務を負う。そ
の最低数(adequate capacity)は年間 3 万人程度と想定された。ここでの主要な争点は、ＥＵ
レベルで国境手続きが強制的(mandatory)に適用されるべきかどうかであった。 
 
（４）庇護移動マネジメント規則案 
最も大きな意見の対立を生んだ「庇護移動マネジメント規則 (Asylum and Migration 

Management Regulation: AMMR)」案は、実質的にダブリン規則改正(Dublin IV)を代替す
るものとして提案された。ここでは、庇護審査に当たる加盟国間の平等な責任分担を実現す
るために、庇護申請者の物理的移動（リロケーション）、またはこれに代わる資金面での貢
献もしくは人員や設備支援などが提起された。この体系は強制的に定められるとされ、物理
的移動以外の加盟国の貢献については、欧州理事会による承諾が必要とされた。これによ
り、加盟国の負担として年間三万人の庇護審査、またはこれに代わり一人あたり 2 万ユー
ロの支払いが求められることになった。この強制的な「連帯メカニズム」は加盟国の中に急
激なかつ大人数の庇護申請者への対応を迫られた国が出現した場合に限って発動されるこ
ととされた ４９。しかし可決後の現在もなお、ポーランドとハンガリーはこの規則が強制的
に発動されることへの反対の姿勢を崩していない ５０。 
 
（５）危機及び不可抗力事態規則案 
「危機及び不可抗力(force majeure)事態規則」案は、新型コロナウィルスによるパンデミ

ックと、ロシアやベラルーシによるハイブリッド攻撃に対応するものとして新たに審議対
象に加えられた。安全保障上の危機に緊急に対応する必要が生じた場合には、国境手続き、
具体的には入国者の収容期間が 12 週間から 20 週間に延長される。この法案は、避難民の
軟禁状態の延長、庇護申請受理システムの鈍化、ノンルフルマン原則の違反といった観点か
らＮＧＯに厳しく批判されている。しかし、もとよりこの法案はベラルーシのルカシェンコ
大統領が 2022 年 11 月に行ったような、意図的な難民危機のでっち上げ即ち難民問題の「兵
器化(weaponization)」に対応するために起案されたものであった ５１。したがって、加盟国
間における争点は（軍事）安全保障上の対応となり、人道主義的観点からのＮＧＯの批判に
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応えるものとはならなかった。 
 加盟国はこの法案に全面的に賛成の立場を表明したわけではなかったが、その理由は専
ら個々の加盟国特有の事情に根ざしたものであった。ポーランド、ハンガリーの反対（そし
て他国の棄権）の主な理由は、この法案がＡＭＭＲを前提に置く性格のものと定められてい
ることであった ５２。つまり、危機の際の対応が恒久的なリロケーション体系につながるこ
とをこれらの国々は危惧した。そもそも、ポーランドとハンガリーは、「危機及び不可抗力」
事態においては、入国者のリロケーションではなく国外追放を求めていた ５３。イタリアは、
地中海における捜索救助を巡るＥＵ内の交渉で、戦略的な影響力を発揮した。欧州委員会は
ドイツの意向を反映し、地中海でＮＧＯが難民や移民を救助する行為について、人道的観点
からこれを「不正な入国手段」とみなさないとする規定を法案に盛り込む方針を打ち出して
いた。しかし、イタリアのメローニ首相はこの方針に強く反発し、ＮＧＯによる捜索救助活
動にも厳格な規制を適用すべきだと主張した ５４。これに対して、国境なき医師団（Médecins 
Sans Frontières, MSF）などのＮＧＯはイタリアの立場に強く抗議した ５５。一方、欧州国境
沿岸警備機関（フロンテクス）は、ＮＧＯによる海難救助活動が「意図せず（unintentionally）」
人の密入国を助長している可能性があるとする報告を発表しており、イタリアの主張を一
定程度裏付けた ５６。この状況下、イタリアは地中海サミット（ＭＥＤ９）などを通じて南
欧および南東欧諸国との連帯を主導し、この地域へのＥＵからの補助金獲得にも成功した
５７。この成果は、ＥＵの新協定交渉におけるイタリアの交渉力（レバレッジ）を高める要
因となった。結果、欧州委員会は、ドイツが希望していた「ＮＧＯによる人道的支援を不正
な入国手段とみなさない」という規定の文言を削除せざるを得なくなった ５８。一連のプロ
セスを通じて、イタリアはＥＵ内の庇護政策改革において、重要な譲歩を引き出すことに成
功したと言えるだろう。 
 
４．パッケージ・ディールと外交アリーナ化―新協定における首脳外交の台頭 
 
 以上の交渉過程は、単なる制度設計の積み上げというより、むしろ加盟国間の政治的バー
ゲニングの積層であり、欧州委員会がそれを「連帯」の名の下に統合することに腐心した構
図であった。とりわけ、移民・庇護分野においては、従来の司法内務理事会を中心とする官
僚的政策調整を超えて、加盟国首脳による外交交渉が前面に出るようになったことが特徴
的である。 
さて、5 つの法案（規則案）はいかにパッケージ・ディールとして展開されたのだろうか。

まず、協議が難航すると当初から想定されていたＡＭＭＲへの妥協を引き出すため、欧州委
員会はユーロダック規則案の可決を引き合いにした。またＡＰＲやスクリーニング規則案
においても特にハンガリーが強硬に反対するようであれば、構造基金のハンガリーへの拠
出額を減らすという案も検討されていた ５９。他方で、ハンガリーやポーランドは、域外国
との連携案には賛同していた。これらは両国が政策そのものに高い関心を示した行為では
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なく、むしろ地中海沿岸諸国に「恩を売る」ための戦略であったとの指摘もある ６０。 
 このパッケージ・ディール戦略で欧州委員会はかろうじて「連帯」という目標を達成した
ということは言えるだろう。しかし、それは従来の技術的エリートによる政策調整の延長と
は質的に異なるものとなった。可決された「新協定」は、ハンガリーなどが主張する過激な
外国人排斥政策を含むものではなかったものの、スクリーニングおよび国境手続きの導入
は、ＥＵの難民受け入れ政策がより厳格化の方向に向かっているというメッセージを対外
的に発信する結果となった。また、「危機及び不可抗力」事態における国境閉鎖を可能にす
る規定の導入は、出入国管理政策と国家安全保障政策との接点を一層際立たせるものとな
った。欧州委員会は、これにより「連帯」を形式的に維持し、加盟国間の責任分担を強調す
る一方で、庇護申請そのものを減少させるメッセージを外部に発信した。この戦略は、短期
的には加盟国間の結束力を維持し、「外部要因による相互依存の危機」（モラブチク）を軽減
する意思を示すことに成功したと評価できる。しかしながら、その一方で、ＥＵが掲げる人
権・人道的価値との整合性は必ずしも明確ではない。特に、厳格化された政策が避難民の庇
護申請を実質的に困難にし、域外諸国との連携を前提にＥＵの対応責任を一部移転したこ
とは、国際社会からの批判を招く可能性がある。結局のところ、欧州委員会の「成功」は形
式的な制度設計の完成にとどまっており、長期的な「連帯」の維持やＥＵの規範的基盤の強
化には十分に寄与していない可能性がある。この点において、「新協定」はＥＵの移民政策
の転換期を象徴するものであると同時に、その課題を浮き彫りにしている。  
そして、ＥＵが人権・人道的価値の確保に向けて拠りどころにする域外連携の行く末も不

安定である。この示唆的な事例として、2016 年の「ＥＵ-トルコ声明（EU-Turkey statement）」
が挙げられる。ＥＵはシリア難民の受け入れ対応に苦慮する中で、トルコに負担分担を要請
し、資金援助と引き換えにこれを受け入れさせた。しかしその後、ＥＵからの支援が不十分
であることや、ＥＵからのエルドアン（R. T. Erdoğan）政権への批判が影響し、トルコは新
型コロナパンデミックを理由にＥＵへの人の流れを解禁しようとした。トルコはＥＵとの
協定を外交的交渉の手段として利用し、追加の資金支援を引き出すことに成功した。実際
に、トルコはＥＵに対し「いつでもギリシャやブルガリアに向けて国境を開放できる」と脅
しをかけた ６１。この戦略が今後、例えばアルバニアやチュニジアにも模倣される可能性を
否定することは難しい。結果として、域外連携はＥＵにとってリスクを伴う戦略であり、欧
州委員会が希求する安定的な「連帯」がこの側面に照らしても確定的ではないことを示して
いる。 
  

おわりに 
 

本稿では、出入国管理政策分野におけるＥＵ加盟国間交渉の主要な担い手の変化に着目
し、「危機」の時代における欧州統合の変容を考察した。モラブチクの視点を踏まえれば、
合理的選択を可能とする選好の要因は、司法内務当局への委任を通じた治安強化と、越境移
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動者の人権保護や人道支援規範尊重という二つの軸の間に設定されてきた。しかし、そのよ
うな前提に基づく考察は、この分野の政策統合を自己目的化する危険性を孕むものであっ
た。本稿では、「新協定」交渉プロセスへの考察を通じて、そうしたいわゆる難民受け入れ
枠の拡大か、縮小か、という政策上の課題を解決することへの正統性が揺らぎ、出入国管理
政策が欧州統合の安定と連帯の維持という文脈により直接に位置付けられるようになった
ことを示した。 

「新協定」への合意形成過程は、欧州統合における重要な転換点であった。この変化に
はさまざまな意義がある。まず、出入国管理政策が外交交渉の場に組み込まれたことで、こ
の分野が他の政策分野と相互依存的な関係を形成するようになった。例えば、リロケーショ
ンの履行がＥＵからの補助金凍結と結びつけられるなど、政策分野間の関連性が強まった。
また、欧州委員会が加盟国政府に対して大幅に譲歩し、交渉が事実上加盟国政府主導で進め
られたことにより、この分野の政策は加盟国の国内政治や外交政策の優先順位を強く反映
するようになった。このプロセスは、負担分担をめぐる議論を複雑化させる一方で、政策形
成の柔軟性を高める効果ももたらした。 

さらに、この変化はＥＵの規範的価値（人権尊重）と現実的な政策ニーズ（国境管理や
域外連携）の間の緊張関係を浮き彫りにした。「新協定」はスクリーニング手続きや国境管
理の強化、有事の特例措置を通じて、域内での庇護申請を事実上制限する枠組みを確立し
た。この枠組みはＥＵ域外からの庇護申請者数を抑制する効果を持つが、同時にＥＵの人道
的価値と衝突するリスクを孕んでいる。特に、スクリーニング手続きや「未入国の擬制」に
基づく措置が、庇護申請者の基本的権利を十分に保障しているかは引き続き注視されるべ
き課題である。また、このパッケージ・ディールがポピュリストの躍進を防ぐ目的で導入さ
れたことを踏まえれば、難民受け入れ政策の厳格化が中道政党によるポピュリスト政策の
取り込み（アコモデーション）の一環として理解される余地もある。このアコモデーション
戦略が、今後も効果的な戦略として存続するかは不確実であり、国際規範とのトレード・オ
フの中でどのように展開されるかが重要な課題となる。 

「新協定」がＥＵの正当性に及ぼす影響についても、今後さらなる検討が必要である。
「新協定」は一見、加盟国間の負担分担を強化し、連帯を維持する枠組みを提供することで
ＥＵの制度的正当性を高めたように見える。しかし、この正当性は、庇護申請者の受け入れ
や審査負担を域外諸国に転嫁するＥＵの方針が安定して執行されることを前提としている。
この安定は、域外諸国との協力に依存しており、今後の外交関係の行方次第では脆弱なもの
となる可能性がある。 

一方で、世界に一億人を超える強制移住者の問題に対処するためには、その根本的要因
にアプローチする必要性が高まっている。この観点を踏まえると、ＥＵの政策が非人道的で
あるという評価は一面的と言えるかもしれない。そうとはいえ、秩序ある越境移動を促進す
る国際協力の理想型が未だ定まらない現状では、ＥＵの対外行動が他国への責任転嫁を助
長するリスクを完全に否定することはできない。ＥＵはリビアやセネガルに加え、チュニジ
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ア、モロッコ、エジプト、モーリタニア、さらにはバングラデシュやパキスタンと関係を構
築し始めている ６２。このような国際連携は、司法内務担当大臣のみならず、欧州委員長や
加盟国首脳が直接関与する形で進展しており、ＥＵが共通利益を追求しつつ、域外諸国にも
裨益する形でリーダーシップを発揮できるかが問われる局面にある。 

しかしながら、そのような見立ては域外諸国や一部のＥＵ加盟国の絶対的な政治的優位
を保証するものでもない。越境移動者の保護に関する国際規範、ＥＵの正当性の確保、そし
てＥＵの安定を同時に追求する外交実践をいかに達成できるかが、「危機」の時代における
ＥＵが追求すべき課題である。この課題をめぐっては、域外諸国との連携の動向、ＥＵの対
外、対内的主導力の向上を目指す欧州委員会等超国家機関の役割及びその変化、国際社会の
中でのＥＵの立ち位置などについての批判的検討が引き続き求められる。 
 
*本研究は、科研費（基盤研究 B：23K25489）の助成を受けた成果の一部である。論考にあ
たっては、堀井里子教授（国際教養大学）、欧州議会調査部 Anita Orav 氏および Enrico 
D’Ambrogio 氏、欧州対外行動庁 Michal Tudolowski 氏、欧州政策研究センター（CEPS）
Sergio Carrera 博士、欧州連合閣僚理事会（JAI 内務部門）次長 Guy Stetten 氏、欧州委員
会ヨハンソン内務担当委員キャビネ（政策補佐官）Raül Hernández Sagrera 氏、Business 
Europe 欧州移民政策部門をはじめ、多くの関係者から貴重なご助言とご協力をいただいた。
ここに記して深く御礼申し上げたい。 
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